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1. はじめに 

 2018 年，西日本豪雨災害が発生し，西日本を中心に多大な被害が発生した．愛媛県 1)でも，西日本豪雨によ

り直接死 27 名，関連死 4 名，行方不明者 1 名の計 32 名の人的被害があった．しかし，松山市高浜地区では，

大雨によって計 35 か所で土砂崩れが発生し，全壊が 7 棟，大規模半壊が 8 棟あったが，人的被害は発生しなか

った．このことから，本研究では高浜地区住民の災害時の避難行動や，災害後の避難所運営や災害ボランティ

ア対応について調査することで，人的被害が抑えられた要因を見つけ，今後発生が想定される大きな豪雨災害

や巨大地震への教訓とすることを目的とする． 

2. 研究概要 

高浜地区は，西日本豪雨災害時に地区内に避難所を開設し，その後避難所運営や災害ボランティアへの対応

等を行った．そこで，本研究では高浜地区の避難の実態を把握すべく，高浜地区の全 2980 世帯にアンケート調

査を実施した．この調査より，避難した世帯の避難開始時刻等を明らかにし，避難のありかたについて考察す

る．また，被災後の高浜地区の状況や災害対応を把握するために，高浜地区で中心的な働きをした人物を対象

にヒアリング調査を行った．この調査より，高浜地区のソーシャルネットワークを明らかにする．この 2 つの

調査から，人的な被害が抑えられた要因を推察し，今後の課題を検討する． 

3. 高浜地区の被害 

高浜地区は松山市の西部に位置し，西は瀬戸内海，東は山地と自然に囲まれ

た場所である．また，平成 27 年度に内閣府の地区防災計画モデル地区 2)に指定

されており，地区防災が活発な地区である．その高浜地区では，西日本豪雨災

害によって上述したような被害が発生した．特に高浜 2 丁目から高浜 6 丁目ま

での地域で大きな被害が発生し，土砂崩れによる交通の麻痺も発生した．図 1，

2 に被害の様子を示す．                              図 1 高浜 5丁目 

4. 豪雨災害時の避難情報                            

西日本豪雨災害時の高浜地区の避難情報と累計降水量を一緒に示したものを

図 3 に示す．なお，図 3 内の降水量データは，高浜地区に近い観測所である松山

南吉田観測所のデータを使用している． 

図 3 より，高浜地区で最初の避難勧告が高浜 3 丁目・高浜 4 丁目に 7 月 6 日の

21 時に発令されたことが分かる．その後随時避難勧告が発令され，7 月 7 日に高

浜地区全域に避難勧告が発令された．また，高浜地区で最初の土砂崩れが 7 月 6    図 2 高浜 2 丁目 

日の 20 時に高浜 4 丁目で確認されており，避難勧告よりも早く土砂崩

れが発生していた． 

5. アンケート調査 

アンケート調査にて，高浜地区住民の避難の実態や災害時に取得して

いた情報について調査した．調査の結果の一部を図 4，5 に示す．図 4 よ

り，避難を開始した世帯が最も多かった時間帯は 7 月 6 日の 21 時から

24 時であり，高浜地区で最初の避難勧告が発令された後に避難を開始し

ていたことが分かる．また，高浜地区で最初に 図 3 西日本豪雨災害時の高浜地区の避難情報と累計降水量 



     

図 4 避難した世帯の避難開始時刻（N=75）     図 5 災害時に使用した情報ツール（N=1037） 

発令された避難勧告よりも前に避難を開始した世帯が約 4 割あり，避難した世帯の半数近くが早期の避難をし

ていたと言える．図 5 より，災害時に使用した情報ツールとしてテレビが圧倒的に多かったのが特徴として挙

げられる．一方，リアルタイム情報の提供として注目されている防災アプリの情報ツールの使用があまり見ら

れなかった．このことから，災害時に取得していた情報に偏りが発生し，適切な情報取得がなされていなかっ

たと推測できる． 

6. ヒアリング調査 

次にヒアリング調査を実施し，高浜地区の被災後の様子を調査した．高浜地区で行われていた避難所開設・

運営と災害ボランティア受付・運営に図 6 に示すような特徴がみられた． 

      

      図 6 高浜地区の被災後の対応       図 7 高浜地区のソーシャルネットワーク図 

 図 6 は，高浜地区が災害時に行った避難所運営や災害ボランティア対応をまとめたものを示している．図 6

に示すように，様々な機関が相互に連絡を取り合って，連携して災害対応に当たっていたことが伺える．また，

高浜地区の特徴として，指定避難所のほかに臨時避難所を設けたことや災害ボランティアの受付を行ったこと

も挙げられる．図 7 では，図 6 で見られた関係性をネットワーク図として表した．図 7 は，地域組織等の組織

だけでなく，自主防災組織の団員等の個人が災害時に機能したことが挙げられ，個人のつながりが災害時に地

区の強みとして発揮されたと言える． 

7. まとめ 

以上のように，松山市高浜地区での西日本豪雨災害に対する住民避難対応について述べた．この結果より，

高浜地区で人的な被害が抑えられた要因として挙げられるのは，高浜地区の地域ネットワークが密で，その関

係が災害時に機能したことである．災害時に住民同士がお互いを助け合うことで，人的な被害を抑えることに

つながることがこの研究から推測でき，今後の災害に対する対策であると考える． 
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